
【職業実践専門課程認定後の公表様式】
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資格・検定名 種 受験者数 合格者数

公務員
１次試験

③ 40人 37人

人
Excel表計算
処理試験３級

③ 40人 33人

人
ニュース時事
能力検定３級

③ 40人 39人
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■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 30

3 名 3.6 ％

専門学校
岡山情報ビジネス学院

昭和61年7月26日
学院長

榊原　俊章

〒700-0024
岡山県岡山市北区駅元町1-4　ターミナルスクエア内

（電話） 086-224-2336

（別紙様式４）

令和元年10月1日※１
（前回公表年月日：令和元年7月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人三友学園 昭和61年7月26日
理事長

野津　基弘

〒700-0024
岡山県岡山市北区駅元町1-4　ターミナルスクエア内

（電話）

商業実務 商業実務専門課程 公務員学科
平成14年文部科学省告示

第19号
-

学科の目的
社会や人に「必要とされる人財」になることを目標とし、日々心の成長に努める。公務員試験に向けての勉強はもちろんのこと、官庁訪問や企業連携を通
じて、現場で即戦力となり、多くの人の力となって活躍できる人材育成を行う。

086-224-2336
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成29年2月19日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0時間 0時間
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
　1817 時間 　　　996時間 　　　734時間 　　　87時間

学期制度
■前期：4月1日～8月31日
■後期：9月1日～翌年3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
成績評価はS、A、B、C、Dの５段階科目終了時に試験、レ
ポート等で評価

　40　人 　80　人 0人 　4　人 3　人 　7　人

長期休み
■夏季休業日：8月5日～9月1日
■冬季休業日：12月23日～翌年2月16日
■春季休業日：3月2日～3月15日

卒業・進級
条件

次の項目を全て充たすこと
・必須43科目、総時間1817時間を履修すること
・出席率９０％以上
・科目の成績評価が全てＣ以上
・公務員試験１次合格およびニュース検定等の３級以上を２つ合
格

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 新入生歓迎会、スポーツ大会、学園祭、東京研修
電話連絡、保護者面談、家庭訪問等

■サークル活動： 有

国家公務員、県・市役所職員、警察官、消防士、刑務官、海上
保安官、自衛官　他

（平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③の
いずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得する
もの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 95
■その他

年度卒業者に関する

■就職者数
：

38 人

平成30年4月 1日時点において、在学者　82名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者  79名（平成31年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

進路変更、一般企業に就職

就職等の
状況※２

■就職率　　　　　　　　　： 100

令和1年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
担任教師とキャリアサポート室が連携し学生の進路選択のサ
ポートを行う。併せて就職対策講座により教養・面接対策等を
行う。
■卒業者数
：

40

■就職希望者数
：

38

■主な就職先、業界等（平成３０年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

■中退防止・中退者支援のための取組
定期ガイダンスの実施、クラス行事・学校行事への参加、家庭との連携等



当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
URL:https://www.oic-ok.ac.jp/course/public_servant/

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有・無
※有の場合、制度内容を記入
・OIC特別奨学金制度（本校入学者を対象に実施）
・後期授業料免除制度（本校入学後、所定の条件を満たす者を対象に実施）
■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有・無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）
https://www.oic-ok.ac.jp/assets/document/about/2019.pdf



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

神崎　浩二 岡山県経済団体連絡協議会事務局長
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

令和元年6月1日現在

名　前 所　　　属 任期

榊原　俊章 専門学校　岡山情報ビジネス学院　学院長
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基
本方針

著しく変化する公務員職域の環境下で、求められる公務員像は多様化している。全体の奉仕者としての立場で職務に就
く人材を育成するためには、現場の声や求められる人材像を深く理解する必要がある。そのためにも、公務員の現場に関
わる方々や自治体に関する知見のある方々に教育課程編成委員を依頼し、住み良いまちづくりや治安維持、防災対策等
その実情と求められる人材像について幅広く意見や提案をいただき、カリキュラムの追加や内容更新、教材作成・授業計
画等に反映させる。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

公務員・商業実務分野における人材育成のために、公務員・商業実務分野関係者および岡山情報ビジネス学院関係者
で構成された「教育課程編成委員会」を岡山情報ビジネス学院内に設置する。年間２回以上開催される委員会にて教育
課程の編成に向けた意見・助言等を受けカリキュラム等の開設・改善・工夫等を行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

高木　孝征 自衛隊香川地方協力本部東讃区隊長
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

高岡　信吾 専門学校　岡山情報ビジネス学院　常務理事
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

中上　篤
専門学校　岡山情報ビジネス学院　教務第2

課　課長

平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

渡部　千佳子
専門学校　岡山情報ビジネス学院　公務員学

科　学科長

平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（9月、1月）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
＜委員会意見より現在実施中項目＞
英会話能力の向上をはかる必要があるとの意見をいただきました。授業でも英会話の授業も取り入れて簡単な会話が可
能のなる様に取り組んでいる。公務員試験の英語の長文読解も解説するなどの取り組みを行う。
ロジカルプレゼンテーションを行い、分かりやすい話の組み立て方を学ぶことにより、自分の考えを効果的に伝えることが
できる様にすることが必要であると指摘がありました。今後の授業に組込みたいと考えます。

＜委員会意見より具体的内容検討中項目＞
プログラミング思考能力の習得
→ブロックリーゲームなどの簡単なツールを活用し、授業で導入を考えている。

（開催日時（実績））
第１回　平成30年9月6日　16:00～17:00
第２回　平成31年1月24日　16:00～17:15



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

公務員リテラシーⅠ

公務員の様々な試験内容や事務系・公安系など幅広く職
種に関して知識を高め、公務員として働くには何が必要か
を考えさせ、自ら体験させ、即戦力となれる人材を育成す
ることを目的に授業を行う。そのひとつとして、自衛隊様か
ら災害派遣等に関するご講話をしていただき、実際に1泊2
日の体験入隊を行う。その内容を踏まえ学生たちがレ
ポート作成・グループ討議で自分達のことばにして発表を
行い、それに対する評価をいただく。

自衛隊香川地方協力本部

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

公務員としての職責を全うするために、現場での体験や仕事内容について公務員として求められる人的資質の部分での
理解を深め、目的意識を明確にすることをねらいとする。東日本大震災復興支援で活動された現役の防衛省自衛隊の方
に連携授業を依頼し、体験談を踏まえて学生に講義をしていただいた。これから公務員を目指す学生に対して将来公務
員としての職に就くうえで必要な資質、目的意識を明確にできるような指導をどのように行うべきかについて直接助言や
協力を得られる体制をとっている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

科目担当教員と連携先である防衛省自衛隊の講義担当者が事前に授業内容と目的について打ち合わせを行い、講義ス
ケジュールを作成する。担当教員の指導のもとに段階ごとに課題および発表資料の作成を行う。現役公務員である防衛
省自衛隊の講義担当者には２回来校していただき、東日本大震災復興支援の体験講話をいただき、併せて公務員として
必要な資質等の講義と学生作成課題に関する指導、フィードバックをしていただく。成績評価の基準について事前に打ち
合わせを実施し、グループ単位のプレゼンテーションとレポートをもとに、防衛省自衛隊の担当者に評価をいただく。その
評価をふまえ、担当教員が成績評価（４段階評価）を行い、後期評価とする。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

研修名「　第22回公務員初級本科研修会　」（連携企業等：　株式会社　実務教育出版　）
期間：平成31年1月31日(木)～2月1日(金)　　　　　対象：渡部　千佳子、武下　浩史
内容：
株式会社実務教育出版は、『公務員試験　受験ジャーナル』および公務員受験参考書および問題集などの書籍の発行
と、全国の専門学校などと事業提携し、全国各地に『公務員合格セミナー』を開講し、学内における公務員試験対策のた
めの『学内公務員講座』の受託業務を行っている。本校は公務員受験情報や対策講座、研修等で岡山県内専門学校で
は唯一の提携校となっている。公務員学科教員の業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務に応じ
て、学内研修・学外研修・自己啓発・その他研修に分類し、年間研修計画及び研修規定に基づいて研修受講を行う。ま
た、研修受講後は、研修報告書の作成と他関係者に対する内部研修の実施を必須とする。

②指導力の修得・向上のための研修等
研修名「キャリア・サポーター養成講座　」（連携企業等：一般社団法人　職業教育・キャリア教育財団　）
期間：平成31年1月8日（火）～1月10日（木）　　　　　対象：渡部　千佳子、武下　浩史
内容：
一般社団法人　　職業教育・キャリア教育財団は、全国の専修学校各種学校総連合会の外部団体として本校においても
連携し、教員の質の向上に努めている、本校もこの財団と連携しており、教師のレベルアップを図っている。今回の研修で
は、教職員のキャリア・サポート・マインドを養うことを目的としたものである。学生自身の「キャリア（働く意味、進路選択、
仕事人生等）」を自発的に設計・選択・決定できるように支援する上で省職員が取るべき態度や姿勢を学ぶ研修であっ
た。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記
教員の資質向上や専門分野の知識向上を目的とし、学内研修・学外研修・自己啓発研修等の年間研修計画を立て、学
科教員が受講する。また、研修受講後は、研修報告書の作成と他関係者に対する研修内容の共有を行う。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等



（３）研修等の計画

①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「第22回公務員初級本科研修会」（連携企業等：　株式会社　実務教育出版）
期間：令和2年2月6日(木)～7日(金)　　対象：渡部　千佳子、武下　浩史
内容：
株式会社実務教育出版社は全国の専門学校などと事業連携し、公務員受験情報や対策講座を行っており、岡山県内の
専門学校としては本校が唯一の提携校である。「平成30年度の試験情報分析の伝達」「提携校と意見交換を行い、共通
理解を深める」「提携校による実績報告」より、学校運営、学生指導をはじめ公務員になるにあたって必要とされる人材を
提携校と共有し、効果的な公務員受験の情報を得ることを目的とする研修である。

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「　教師研修　」（連携企業等：　株式会社　PHP研究所　）
期間：令和元年9月28日（土）　　　　　対象：渡部　千佳子、武下　浩史、山下　達也
内容：
本校の「社会人対応力」を育む「心の推進プロジェクト」に取り組む中で、株式会社　PHP研究所と連携している。本校は創
立当初から心豊かな人材の育成に力を入れ、「心の教育」にも積極j的に取り組んだ結果、1997年に日本初の「心の教育
モデル校」の指定も受けた。PHPの編集長に来校していただき、教師に対して学生が社会人対応力を身に付けるために
はどのとうにすべきか等、今までの経験から講演をしていただき、本校の心の教育に役立てるための教師研修である。

研修名「　新任教員基礎研修　」（連携企業等：一般社団法人　全国専門学校教育研究会　）
期間：令和2年3月（日程未定）　　　　　対象：山下　達也
内容：
一般社団法人　全国専門学校教育研究会は、全国の専門学校が教育の成功事例や取り組みなどを共有し、より専門性
の高い教育を目的とした一般社団法人で、研修会を通して情報交換や教員のレベルアップを図っている。本校もこの研究
会に加盟しており、他校との情報交換や教師のレベルアップを図っている。今回の研修は全国専門学校研究会に所属し
ている専門学校の新任教員研修である。学生とのコミュニケーションの取り方、授業の展開方法を学ぶ。また、実践として
模擬授業を行い評価、改善を行う。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

自己評価の評価結果について、学校関係者として卒業生、保護者とともに企業等による評価を行い、自己評価結果の客
観性・透明性を高める。また、本校の教育方針である「即戦力となる人材育成」「ビジネスマンにふさわしい人格形成」
「ニーズに対応したカリキュラム」に基づき、地域社会に貢献できる人材の育成に結び付けるために、関係者の理解促進
や連携協力による学校運営の改善を図ることを目的とする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 教育環境
（７）学生の受入れ募集 学生の受け入れ募集
（８）財務 財務

（３）教育活動 教育活動
（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

担任制、卒業生の社内での評価などは、良い評価をいただいたので、今後も退学防止などの課題に取り組んでいく。特
に、教師の力量による差が、退学、就職などすべてに影響するため、その差を解消できるように教員研修を継続する。ま
た、非常勤教師の採用も行い、学生サービスの充実を図る。

（９）法令等の遵守 法令等の順守
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流



種別
企業等
委員

卒業生・
企業等委員

PTA

企業等
委員

企業等
委員

企業等
委員

卒業生・
企業等委員

企業等
委員

企業等
委員

企業等
委員

企業等
委員

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和元年6月1日現在

名　前 所　　　属 任期

松本　武司 有限会社シルク　代表取締役
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

高木　孝征 自衛隊香川地方協力本部東讃区隊長
令和元年7月5日～
令和3年3月31日（2年）

宮﨑　栄一
株式会社　創明コンサルティング・ブレイン
代表取締役

平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

仲田　錠二 株式会社 ユナイテッドサーブ　代表取締役
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

河原　秀明
医療法人創和会　しげい病院　地域連携部
地域連携入退院支援・医療社会福祉課　課長

平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

近藤　正晃
株式会社　ホテルグランヴィア岡山
総務部総務人事課　課長

平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

岡﨑　多美子 学校法人　朝日学園　朝日塾幼稚園園長
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

礒谷　賢二
リコージャパン株式会社
中国事業本部岡山支社 アシスタントマネー

平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

本校の教育方針やキャリア教育、職業教育をはじめとした教育活動等の状況を提供する。また、それぞれの学科の目標
検定や就職実績についても情報を提供し、公的な認可を受けた教育機関として誠実な対処を行い、説明責任を果たす。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 OICの教育方針、心の推進プロジェクト、プライバシーポリシー（個人情報保護法） 

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
https://www.oic-ok.ac.jp/assets/document/about/info/02--4.pdｆ
公表時期：令和元年9月1日

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（５）様々な教育活動・教育環境 教育活動・校舎、施設紹介、学校行事、課外活動
（６）学生の生活支援 学生支援への取組状況（スクールカウンセラー）
（７）学生納付金・修学支援 学納金、独自の奨学金制度・学費支援制度

（２）各学科等の教育 目指す業界・職種、目指す資格と資格取得実績、就職実績、カリキュラム
（３）教職員 教職員数、教員の組織、教員の専門性、教職員の研修
（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職支援等への取り組み支援、企業等との連携による取組・キャリア教育への取組

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

URL:http://www.oic-ok.ac.jp

（８）学校の財務 財務状況
（９）学校評価 学校評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）

片山　雅文 株式会社 コーセイカン　制作チーム 部長
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

石橋　史恵 ウェブクリエイティブ株式会社　代表取締役
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）

高松　聖 株式会社　スカイリンク　岡山制作部長
平成31年4月1日～
令和3年3月31日（2年）
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○ 政治経済Ⅰ 日本の政治および経済の基礎を習得する
１
通
年

33 2 ○ △ ○ ○

○ 歴史Ⅰ 日本史および世界史の基礎を習得する
１
通
年

48 3 ○ △ ○ ○

○ 地理Ⅰ

前期の学習内容を実践的にまとめ、来年度の公務
員試験を見据えて模擬試験の実践編、面接対策を
取り入れ、試験本番の雰囲気を取り入れた授業を
実践する

１
後
期

18 1 ○ △ ○ ○

○ 生物・地学Ⅰ
植物や動物の生態の基礎を習得する。天、地の基
礎を習得する

１
通
年

37 2 ○ △ ○ ○

○ 物理・化学Ⅰ
力学や電気に関しての基礎を習得する。物質の構
造や化学反応式に関しての基礎を習得する。

１
通
年

39 2 ○ △ ○ ○

○ 判断推理Ⅰ
文章や図形などで与えられた条件をもとに判断す
る力を習得する

１
通
年

30 2 ○ △ ○ ○

○ 判断推理Ⅱ
論理的な思考から、問題を解く力を答練を通じて
身につける

１
後
期

19 1 ○ △ ○ ○

○ 数的推理Ⅰ
数や式から与えられる数的条件をもとに問題を解
決する力を習得する

１
前
期

45 3 ○ △ ○ ○

○ 数的推理Ⅱ
数式だけでなく、論理的な思考から問題を解く力
を答練を通じて身につける

１
後
期

27 1 ○ △ ○ ○

　　　科目

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　1年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 単位時間(  　　時間)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 15週

（留意事項）
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○ 文書実務Ⅰ
文書作成の基礎の習得。社会人において多く活用
するWORD機能の習得はもちろんのこと、手書き
での作成能力を身につける。

１
通
年

45 3 ○ ○ ○

○ 作文・面接Ⅰ
自分の経験に基づいた作文作成力、自己ＰＲ・志
望動機作成等の面接対応力を習得する

１
通
年

41 2 △ ○ ○ ○

○ 教養演習Ⅰ

前期の学習内容を実践的にまとめ、来年度の公務
員試験を見据えて模擬試験の実践編、面接対策を
取り入れ、試験本番の雰囲気を取り入れた授業を
実践する

１
後
期

15 ○ ○ ○

○
分野別特講Ⅰ
行政研究

事務系分野の公務員試験で必須となる国語分野・
数学分野を中心に基礎力を高める

１
前
期

45 3 ○ △ ○ ○

○
分野別特講Ⅱ
行政研究

公安系分野の公務員試験で必須となる体力強化の
方法の基礎を習得する

１
後
期

42 2 ○ △ ○ ○

○
分野別特講Ⅰ
体育実習

事務系分野の公務員試験で必須となる国語分野・
数学分野を中心に基礎力を高める

１
前
期

45 1 ○ ○ ○

○
分野別特講Ⅱ
体育実習

公安系分野の公務員試験で必須となる体力強化の
方法の基礎を習得する

１
後
期

42 1 ○ ○ ○

○
公務員リテラ
シーⅠ

公務員として求められる専門能力、コミュニケー
ション能力の基礎を習得する

１
通
年

66 4 ○ △ △ ○ ○ ○

○
ビジネス実務
Ⅰ

実社会で求められる基本的なビジネスマナーにつ
いて習得する

１
通
年

58 3 ○ △ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　1年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 単位時間(  　　時間)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 15週

（留意事項）



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

○ キャリア実習
課題解決・探求能力、実行力といった「社会人基
礎力」や「基礎的・汎用的能力」などの社会人と
して必要な能力を身につける。

１
後
期

51 1 ○ ○ ○

○ エクセル実習

広く社会で活用されているExcelの活用技法を学ぶ
とともに表計算処理技能認定試験３級合格に向け
た知識・技能の習得、また、卒業研究など表を使
用した作品作りに応用させる

１
前
期

60 4 △ ○ ○ ○

○
公務員総合演
習Ⅰ

前期の学習内容を実践的にまとめ、来年度の公務
員試験を見据えて模擬試験の実践編、面接対策を
取り入れ、試験本番の雰囲気を取り入れた授業を
実践する

１
後
期

46 3 ○ ○ ○

○
公務員総合演
習Ⅱ

前期の学習内容を実践的にまとめ、来年度の公務
員試験を見据えて模擬試験の実践編、面接対策を
取り入れ、試験本番の雰囲気を取り入れた授業を
実践する

１
後
期

46 3 ○ ○ ○

○
公務員総合演
習Ⅲ

前期の学習内容を実践的にまとめ、来年度の公務
員試験を見据えて模擬試験の実践編、面接対策を
取り入れ、試験本番の雰囲気を取り入れた授業を
実践する

１
後
期

56 4 ○ ○ ○

　21科目

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　1年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 単位時間( 867 時間)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 15週

（留意事項）



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

○ 政治経済Ⅱ 日本の政治および経済の応用を習得する
２
前
期

36 2 ○ △ ○ ○

○ 歴史Ⅱ 日本史および世界史の応用を習得する
２
前
期

72 4 ○ △ ○ ○

○ 地理Ⅱ 日本および世界の地理の応用を習得する
２
前
期

32 2 ○ △ ○ ○

○ 生物・地学Ⅱ
植物や動物の生態の応用を習得する。天、地の応
用を習得する

２
前
期

32 2 ○ △ ○ ○

○ 物理・化学Ⅱ
力学や電気に関しての応用を習得する。物質の構
造や化学反応式に関しての応用を習得する。

２
前
期

32 2 ○ △ ○ ○

○ 判断推理Ⅲ
文章や図形などで与えられた条件をもとに判断す
る応用力を習得する

２
前
期

72 4 ○ △ ○ ○

○ 数的推理Ⅲ
数や式から与えられる数的条件をもとに問題を解
決する応用力を習得する

２
前
期

72 4 ○ △ ○ ○

○ 教養演習Ⅱ
授業で習得した知識・知能分野の習熟度を確認
し、本試験に向けての実戦力を養う

２
前
期

66 ○

○
公務員リテラ
シーⅡ

公務員として求められる専門能力、コミュニケー
ション能力の実践力を習得する

２
前
期

43 2 ○ △ △ ○ ○

　　　科目

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）　令和元年度　2年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

合計 単位時間( 　　時間)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 15週

（留意事項）



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

○
分野別特講Ⅲ
体育実習

公安系分野の公務員試験で必須となる体力強化の
方法の応用方法を習得する

２
通
年

45 1 ○ ○ ○

○
分野別特講Ⅳ
体育実習

公安系分野の公務員試験で必須となる体力強化の
方法の応用方法を習得する

２
通
年

42 1 ○ ○ ○

○
分野別特講Ⅲ
公務員教養

事務系分野の公務員試験で必須となる国語分野・
数学分野を中心に実践力を高める

２
通
年

45 3 ○ ○ ○

○
分野別特講Ⅳ
公務員教養

事務系分野の公務員試験で必須となる国語分野・
数学分野を中心に実践力を高める

２
通
年

42 2 ○ ○ ○

○
公務員総合演
習Ⅳ

前期の学習内容を実践的にまとめ、模擬試験の実
践編、面接対策を取り入れ、試験 本番の雰囲
気を取り入れた授業を実践する。

２
後
期

48 3 △ ○ ○ ○

○
公務員総合演
習Ⅴ

前期の学習内容を実践的にまとめ、模擬試験の実
践編、面接対策を取り入れ、試験 本番の雰囲
気を取り入れた授業を実践する。

２
後
期

48 3 ○ ○ ○

○
公務員総合演
習Ⅵ

前期の学習内容を実践的にまとめ、模擬試験の実
践編、面接対策を取り入れ、試験 本番の雰囲
気を取り入れた授業を実践する。

２
後
期

57 3 ○ ○ ○

○
ビジネス実務
Ⅱ

実社会で求められる文書作成力やビジネスマナー
について習得する

２
通
年

64 4 ○ △ ○ ○

○
パワーポイン
ト演習

パワーポイントの知識・技能の習得、また、卒業
研究などワープロを使用したり作品作りに応用さ
せる

２
後
期

20 1 △ ○ ○ ○

　合計 単位時間(  　　時間)

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　2年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

○ 卒業研究
公務員や社会時事に関連した内容をグループで深
く研究・追究し、知識を深め、研究レポートの作
成とプレゼンテーションを行う

２
後
期

27 1 △ ○ ○ ○

○
ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ
技法

効果的なプレゼンテーションのためのスキルアッ
プのため、人前で話す知識・技能を習得する

２
後
期

36 1 △ ○ ○ ○

○
ビ ジ ネ ス マ
ナー演習

敬語の使い方や名刺交換、来客対応など社会人と
して求められる具体的なマナー技術を習得する

２
後
期

36 2 ○ ○ ○

○ 親学
親としてすべきことを学び、さらに人としての成
長を目指し、人間力を高めるライフデザインを学
ぶ

２
後
期

18 1 ○ △ ○ ○

○ ワード演習

広く社会で活用されているWordの活用技法を学ぶ
とともに文書処理試験３級合格に向けた知識・技
能の習得、また、卒業研究など表を使用した作品
作りに応用させる

２
後
期

36 2 △ ○ ○ ○

○ ゲーム概論
面白さ・評価される物を、ゲームの歴史やグルー
プワークを通して学習する。

２
後
期

16 1 ○ △ ○ ○

〇 医療事務
保険制度のしくみを理解、保険請求業務の点数算
定を学ぶ

２
後
期

16 1 △ ○ ○ ○

○ FP
ＦＰについての基礎知識を学ぶ。ライフプランニ
ングと資金計画、不動産、相続・事業承継、等々

２
後
期

16 1 ○ ○ ○

○
レイアウトデ
ザイン

チラシや名刺などデザインするための基礎的な知
識とセンスを身につける。

２
後
期

16 1 △ ○ ○ ○

　　　科目
総科目　 科目

合計 単位時間(  　　時間)

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　2年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

総時間　    時間

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

○ HP動画
HPや動画を制作するための基礎的な知識やセンス
を身につける。

２
後

16 1 ○ ○ ○

○ 表現
幼児教育における5領域「表現」に基づき、身体を
使った表現や造形表現活動を学ぶ。また、その活
動を通して表現力を身に付ける。

２
後

16 1 △ ○ ○ ○

○ ロボット制御
人型のロボットを題材にプログラミングを行い、
プログラム的思考力を養う。

２
後

16 1 △ ○ ○ ○

○ Excel実務
実務の場面を想定したExcelの使用方法について学
習する。

２
後

16 1 △ 〇 〇 〇

○ 一般知能
数的推理・判断推理・資料解釈を論理的な思考か
ら、解答する力を答練を通じて身につける

２
後

16 1 ○ ○ ○

○ 健康管理
人体の仕組みと代表的な病気の予防について理解
し、健康管理の基礎を学ぶ。

２
後

16 1 ○ ○ 〇

○
ロジカルシン
キング

グループワークやディスカッションを通じて、論
理的思考に用いられるフレームワーク（考え方）
を学ぶ。

２
後

16 1 △ ○ ○ ○

○ ビジネス英語
ビジネスの場で簡単な英語が話せる力や、メール
文章を書く能力を身に付ける。

２
後

16 1 ○ △ ○ ○

○ ペン字上級

1年生で学んだ美しい文字を書くことの大切さをよ
り深く理解する。ひらがな、カタカナの成り立
ち、漢字基本点画、部首、筆順の解説により、バ
ランスのとれた字形（行書体も含む）を学ぶ。ま
た、筆ペンの使用も学ぶ。

２
後

16 1 △ ○ ○ ○

　　　科目
総科目　  科目

合計 単位時間(  　　時間)

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　2年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

総時間　   時間

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

○ 応用文章技能

文章を書くための素材を集めるポイントや文章の
構成などを講義するとともに、毎回、テーマに即
した文章を書くこと（添削あり）を通じて、実践
的な文章技能の習得を目指す。

２
後

16 1 ○ ○ ○

○
フラワーアレ
ンジメント

ブーケ、ブートニア、ヘッドフラワー、会場装花
を製作する。

２
後

16 1 △ ○ ○ ○

　　　21科目
総科目　  42科目

合計 単位時間(  950　　時間)

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　公務員学科）令和元年度　2年生
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

総時間　    1817時間

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

次の項目を全て充たすこと
・必須31科目、総時間1868時間を履修すること
・公務員試験１次合格およびニュース検定等の３級以上を２つ合格
・出席率９０％以上
・科目の成績評価が全てＣ以上

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等


